
参考資料 1 

1 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

参考資料 1 

 

 

研究計画・評価分科会における決定事項 



参考資料 1 

2 

別添様式２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

研究開発課題の中間評価結果 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

平成２７年２月 

航空科学技術委員会 



参考資料 1 

3 

「静粛超音速機技術の研究開発」の概要

１．課題実施期間 平成18年度～平成27年度

２．研究開発の概要・目的

超音速機がもたらす世界各地への移動時間の劇的短縮は、グローバル化に伴う
人・ものの動きをさらに活性化し、質の高い国民生活への寄与が期待されている。

環境適合性を有し、陸域飛行を可能とする次世代超音速旅客機（SST）の国
際共同開発への主体的参画を視野に入れ、その実現の鍵であるソニックブー
ム低減技術の飛行実証を中心とした「環境適合性」と「経済性」の両立を実現
する技術を開発・実証することにより、世界における優位技術の獲得を目指す。

また、航空機分野における最先端技術への取り組みを通じて、わが国の航
空機産業の発展と基盤強化並びに将来を担うわが国航空技術者の人材育成
に貢献する。

３．研究開発の必要性等

欧米において次世代SSTの研究開発等が継続的に進められており、これを
受けてICAOにおいて環境基準（ソニックブーム、騒音、排気ガス）が議論され、
この分野でもグリーンイノベーションの必要性が指摘されている。中でもソ
ニックブーム等の基準策定に向けた活動が進行中であり、JAXAとしても
Research Focal Pointとして貢献しているところ。

また、わが国でも、平成20年1月にSSTの実用化に向けた最終目標や役割
分担等を協議する場として、官民等関係機関が一同に会する「超音速輸送機
連絡協議会」が設置されたところ。わが国の技術的優位性を確保するため、
計測評価技術、騒音低減技術について一層の研究開発の推進が必要。

JAXAでは優位技術に関する要素技術研究を進めると共に、ソニックブーム
低減技術に関してはコンセプト確認落下試験による飛行実証計画を推進中。
平成23年5月に第１段階として低ソニックブーム型軸対称物体の落下試験を
行い、独自の空中ブーム計測技術により圧力波形データを計測し、低ブーム
効果を確認（世界初）すると共に、ブーム伝播解析手法の検証も完了。

これを基礎として第二段階としてより実機に近い形状により落下試験を実
施し、ソニックブーム低減技術の確立を図ることが必要。

５．予算の変遷

中間評価 平成21年度、24年度及び26年度、

事後評価 平成28年度を予定

* ICAO：International Civil Aviation Organization（国際民間航空機関）

４．研究開発のロードマップ

【次世代SSTの技術課題と技術目標】

・低ソニックブーム
・離着陸騒音低減

・低抵抗化
・軽量化

環境適合性向上技術

経済性向上技術

■ 陸域でも飛行可能となる水準以下

・ICAO*において基準値を検討中

■ 市場性が成立する水準以下

・現行ﾁｹｯﾄ（運航ｺｽﾄ）の1.3倍程度

＜業界調査結果に基づく＞

2006-07
H18-19

2008-09
H20-21

2010
H22

2011
H23

2016～2017

（１）要素技術の
研究開発

▽
技術目標設定

準備ﾌェｰｽﾞ第１ﾌェｰｽﾞ

空力技術

構造技術

ｿﾆｯｸﾌﾞｰﾑ
計測・評価技術

推進技術

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ解析
・設計技術

飛行制御技術

（２）研究機による
飛行実験 ｼｽﾃﾑム

検討
設計検討

H28-29

2013
H25

▲
試験#1

▲
試験#2

（見直し後）
落下試験

（当初計画）

ソ
ニ
ッ
ク
ブ
ー
ム

低
減
技
術
獲
得

＊H28年度以降の研究開発計画は、次期中期計画の新分野創造プログラムで検討

（＊）

▽計画見直し
（中間評価）

第２フェーズ

▽事後評価

小型超音速旅客
機システム設計
技術の研究
（今回の評価の対象
外）

2012
H24

⇒
成果の利活用
ICAO
ｿﾆｯｸﾌﾞｰﾑ基準
2016策定予定

年度
H18-
21

H22-27
約40億

H22 H23 H24 H25 H26 H27

予算額 4.0億 2.0億 4.9億 9.5億 15.5億 7.6億 4.6億

（内訳）運営費交付
金

4.0億 2.0億 4.9億 9.5億 15.5億 7.6億 4.6億

H26

2014

低ソニックブーム設計概念
実証機開発・飛行試験

超音速輸送機の要素技術研究、実機適用評価等

▽進捗確認
（中間評価）

2015

H27

▽進捗確認
（中間評価）

▽進捗確認
（中間評価）

▲
(試験#2)
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中間評価票 

 

（平成２７年２月現在） 

１．課題名 静粛超音速機技術の研究開発 

２．評価結果 

（１）課題の進捗状況      

【必要性】 

●研究開発の意義・目的 

次世代超音速機（SST）の実用化を想定し，その実用化に必要となる環境適合性と経済性を両立しうる世界

的に優位なソニックブーム低減技術を大きく発展させることを目的としている。また，この研究成果を活用

して，ICAO ソニックブーム基準策定（2016 年予定）に我が国のこの分野での技術的な優位性を確保するため

提言を行うという意義もある。 

【有効性】 

●研究開発の目標 

SST の開発においてソニックブーム低減技術を機体モデルにより飛行実証し確立することを目標としてい

る。 

●研究開発の期待される効果 

計画する D-SEND2 が完了することにより，ソニックブーム低減の機体構想がまとまり，総合的な機体設計

につなげることができると考えられる。SST の実用化はまだ先のこととしても，それに役立つ基礎技術の研

究・開発は，人員や予算および期間等の規模が適正であれば，今後も重要であると考える。また，環境問題

に貢献し，また一方で高度技術者の人材育成への貢献が行え，公募型研究制度を始めるなど，積極的に活動

していることが伺える。 

●研究開発の方針 

SST の開発においてキーとなるソニックブーム低減技術を大きく発展させることを主目的とし，基礎とな

る解析・設計技術の開発から飛行実証の成功までをシナリオとしている。 

【効率性】 

●研究開発の計画（全体スケジュール，全体予算，実施体制） 

計画全体としては，平成 21 年度に中間評価を受けて限られた予算枠の中で計画を見直し進捗している。

2016 年の ICAO ソニックブーム基準策定に向け，JAXA が Research Focal Point として参画。平成 23 年 5月

に第一段階の試験（D-SEND1）として，ソニックブーム低減に向けて軸対称の供試体でピークカットを観測す

ることにより，低ブーム効果の確認並びに JAXA が独自開発した空中ブーム計測技術を開発実証することに成

功した。観測データを ICAO に提供できたことは，ソニックブーム国際基準策定に向けた国際貢献として評価

できる。平成 25 年 8 月 16 日に第二段階の試験（D-SEND2）として，非軸対称形状の機体を用いたコンセプト

実証を目的とした飛行試験の第 1回試験が実施されたが，気球から分離後約 40 秒で飛行異常が発生し，所期

の目的は達成されなかった。直ちに原因究明調査が開始され，平成 25 年 12 月には原因を特定し，再発防止
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のための対策の提言が報告書にまとめられた。その後，対策の詳細化を進め，技術的妥当性の確認がなされ

たため，再試験に向けた計画変更が承認された。平成 26 年 8 月 2日から 26 日にかけて第 2回試験に向けた

試験期間を設定し準備を進めたが，試験実施に必要な気象条件が整わず試験は実施されなかったため，気象

状況の分析と再試験実施についての検討が開始された。 

（２）各観点の再評価と今後の研究開発の方向性 

【必要性の再評価】 

SST は潜在的ニーズがあるものの，ビジネス的にはまだ採算に乗せるのが難しい。しかしながら，環境適

合性を確保しつつ高速で飛行するというのは航空機技術の一つの根幹をなすものであり，SST 研究開発を推

進していくことは，我が国の航空科学の発展や航空機産業の基盤強化のため，国が一定のリソースを割いて

研究を継続することは必要不可欠と考えられる。現在の日本企業では取り組むことが難しいテーマであり，

最も JAXA らしいテーマであると考えられる。研究開発の一定の必要性は認められるが，それに費やすリソー

ス（人的・予算的）が期待される成果に対して適切な規模であることは必須である。試験手法の独創性及び

試験の難易度は高いが、今までの進め方，実証試験に向かっての準備態勢，データの分析，困難な環境条件

の見極め，足りなかった点をすべて洗い出して，復習し，平成 27 年度の試験に向けて備えるべきである。 

【有効性の再評価】 

成果の利活用については，ソニックブーム低減技術の獲得を通じて ICAO のソニックブーム基準策定に対し

本研究の成果を積極的に反映させ貢献することを推進すべきである。 

第 2 回試験が平成 27 年度に延期されることで，当初からの大きな目的である ICAO でのソニックブーム基

準策定に資するデータ提供が間に合わなくなることが危惧されたが，試験後のデータ処理作業に要する期間

を短縮することのできる目処がついたため，計画の有効性は維持されている。一方で 3 度の取り組みでも試

験が実施できず貢献の前提が崩れた場合は，計画の中止も考えられるとの認識を持つべきである。ICAO も日

本のソニックブーム低減技術の取り組みについて大きな期待を寄せており，有意義な結果を平成 27 年度末の

ICAO／CAEP 本会議に提出できるよう，確実かつ迅速な分析を心がけるべきである。 

数年で国際共同開発計画が具体化することはないが，コンセプト確認試験を完了し，ソニックブーム低減

技術を確立しておくことは，より早く本計画の基準策定に参画し我が国の国際的な技術上の優位を確保する

上で重要である。一方，諸外国との連携なども必要となると考えられる。既に諸外国との関係に於いては，

NEXST1 から継続して本試験 DSEND2 に挑戦している事が良好な評価につながっていると考えられる。例えば，

2014 年 9 月に開催された The 29th Congress of the International Council of the Aeronautical Sciences 

(ICAS) で，主催者側から会議の参加者全体に向けて，日本の超音速機研究が紹介されるなど，昨今の航空科

学技術の国際会議に於いて，日本の超音速機開発の技術研究が国際的に認知・評価され始めているからであ

る。 

人材育成については，JAXA は全国的な研究の核として，積極的に大学や産業界と連携を持とうと活動を展

開しているが，具体的な成果が期待される。実施した共同研究によってどういう成果を挙げたかを具体的に

明らかにし，今後の研究開発に生かしていく必要がある。世界で認知される特許を獲得したり，知的財産を

蓄積することによって日本の技術の位置づけを高めていくとともに SST のような先進的プロジェクトを企

画・実施し，広く社会に発信していくことにより若者の関心を刺激し，産業と学界の間の人材交流もローテ

ーション等により活性化するべきである。人材育成は航空技術者の育成のみならず，機械系，さらには工学

や物理学など幅広い分野の研究者や技術者の育成にもつながると考えられる。 
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第二段階（D-SEND2）第 1回試験においては，異常発生のため所期の目的は果たせなかったが，航空機設計

開発に内在する困難な点を研究段階で洗い出せる機会を与えられた事を好機と捉え，今後の航空技術の発展

に生かすためのデータ解析法や，実験と計算といったような異分野間におけるデータ解釈の連携手法などを，

成果としてまとめておくことが重要である。これらの成果は，航空機の一貫した設計開発の経験の少ない我

が国の航空業界にとって，航空機開発手法の指針の一部として有効となるに違いないと考えられる。上記と

併せて、得られたデータとシミュレーションを融合しつつ、知見の高度化が図られることを期待する。 

【効率性の再評価】 

第二段階，第 1 回試験の飛行異常の原因が比較的短時間で特定できたことで，現段階では再発防止策を適

切に打ち立てられていると評価できる。今後はこれらの対策を的確に実施するとともに，その技術的妥当性

を十分に確認する必要がある。 

ICAO へ 2015 年中に技術提供を行うことで本研究開発の意義が達成されるため，限られた時間のもとで，

それに向けた迅速な成果取りまとめと継続的な活動を続ける必要がある。 

本プロジェクトは，低ソニックブーム形状機体，ソニックブーム計測装置や気球システム関連等様々なも

のが絡みあう複雑なプロジェクトであり，検討しなくてはならない項目も多岐にわたっていたため，成功さ

せることが困難であろうことは理解できる。作業手順を明文化する等，様々な対策を積み重ね，平成 27 年度

の第 2回試験に望んで欲しい。 

また，本試験は技術的に未知の領域に初めて挑む実験であるから，万全を期したとしても失敗が生じるこ

とはやむを得ないものと考える。むしろ，その失敗から学ぶべき点を十分に掌握し，将来に活かすことがで

きれば，その実験の意義はあるものと考えられる。しかしながら，試験失敗の原因が技術的に未知の領域に

関わるものではなく，かつその前段階での初歩的な人為的ミスではなかったが，飛行制御，空力の基本部分

の見積りを誤っており，ある程度は予見可能であったのではないかとも考えられる。この点を考慮の上，未

然防止のための PDCA サイクルを円滑に循環させ，今後の実験では同じことを繰り返さないように強く望むも

のである。 

D-SEND2 の第 2 回飛行試験に向けて第 1 回試験における飛行異常の原因究明および再発防止のための多数

かつ適切な対策が執られたことは認められる。同時に，原因はあくまでも基本的な設計思想を軽んじた点に

あるにも関わらず，事前の審査の機会でそれに気づくことができなかった点は反省すべき点と考える。 

今後，審査体制の改善などの組織的な取り組み，若手研究者が技術開発の経験を蓄積する機会の継続的な

確保などの長期的な取り組みを期待する。 

平成26年度の第2回試験が気象の影響で実施できなかった点は気象条件に左右される試験手法であること

からある意味やむを得ないといえるが，そもそも気象条件がクリアできる確率がさほど高くないという認識

が，多くの関係者で共有できておらず，第 1 回試験での飛行異常発生原因を解明し，再発防止策を打ち立て

ることに作業が集中してしまったことが一因と捉えられる。多くの関係者（納税者を含む）とのコミュニケ

ーション不足を反省点とし，今後も適切なコミュニケーションを図るべきである。 

今回経験した気象による試験実施制限が，平成 27 年度においても再度起こりうる可能性を出来るだけ少な

くする試験実施方法の改革は既になされているため，気象の問題について現段階で想定される対策は行われ

たと判断される。しかしながら，飛行異常や気象とは全く異なる事案が次回の試験で生じる可能性は皆無と

は言えず，試験再開までの期間を利用して，技術だけでなくマネジメント的観点からも最大限の努力をし不

測の事態発生の可能性とその対処法について検討を継続し，しっかりとしたコンティンジェンシープランを

作成すると共に、日程や気象条件等を見直すことで試験機会の最大化を図り、着実な試験実施を期するべき
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である。 

近年，航空宇宙の分野において，プロジェクトと呼べるような，組織として技術開発に取り組む機会が減

少し，若手が育つ機会が失われている傾向が見られる。これは長期的には大きな損失となる。組織としても

個人としても，困難な研究や技術開発に失敗を恐れず挑戦し経験を蓄積することが信頼性向上の要である。 

数度の挑戦における失敗にくじけず，継続挑戦することは，若手の育成の点では有意義と思われる。しか

し，費用対効果を考えると納税者から納得を得るものにはならない。気象条件が整う確率が低いのであれば，

単年度の予備日数をかなり増やした計画を立てるなどの対応があってしかるべきである。 

D-SEND2 計画は，限られたコストの中での画期的な実験ではあるが，様々な要因により結果を出すまでに

至っていないことは残念である。原因究明と再発防止対策が取られ，現時点では万全を期していると思われ

るが，もし，何らかのリスク要因により時間的制約や資金面の制約が生じた場合には，試験ではなくシミュ

レーションの活用を中心とした計画に変更することも検討すべきである。 

産学官の広範囲な連携はその実績を認めるとともに今後も積極的に進めるべきである。 

【今後の研究開発の方向性】 

超音速旅客機による豊かで質の高い国民生活の実現に資するため，環境適合性向上のためのソニックブー

ム低減，空港騒音低減，経済性向上のための軽量化，低抵抗化の方向性を認め，研究成果のとりまとめに向

け，平成 27 年度は本研究を継続することを認める。 

これまで行われてきた静粛超音速機技術の蓄積だけをとってみても，SST 研究に関して我が国が多くの成

果を主導的に出してきたことは，航空科学に関する国際的なコミュニティ内で既に広く認められている。平

成 27 年度の第 2回試験が成功裏に行われて，更なる成果がこれまでの蓄積に加えられることが強く望まれる

が，万一望ましい成果が得られなかったとしても，SST 研究開発の推進は，今後の我が国の航空科学の発展

と航空機産業の基盤強化を担う柱の一つであることに変わりはない。 

航空研究の効率的な観点から，D-SEND2 を実施しなければ，静粛超音速機の開発設計のための一定のまと

まったアウトプットが得られないことから，効率的な研究開発に心がけ試験に万全を期しつつも予算の更な

る追加を生じさせないこと，意義・価値の観点から再度の試験延期は認められない可能性もあることを前提

として，平成 27 年度における本プロジェクトの所要経費の支出は容認されるべきである。 

なお，試験の実施に当たって，関係者においては，平成 27 年度の挑戦で国際的な貢献につなげる結果責任

と納税者に対する説明責任を，強く意識するべきである。 

今後の残された時間を考慮に入れつつ，ICAO への提言に向け体系的な研究成果の整理が必要である。 

欧米の次世代 SST 計画の動向がどうなっているかの分析が求められる。次世代 SST 計画が動き出さない場

合，これまで獲得した技術をどのように生かすか検討しながら研究開発を続ける必要がある。 

計画を通じてこれまでに蓄積してきた設計技術や測定技術，制御技術等は有意義なものであり，これらを

成果物としてまとめた上で，他方面への応用も含めて新たな方向性を模索すべきである。 

D-SEND2 の平成 25 年度、26 年度の経験は，研究開発におけるリスクとその解決方法を獲得する機会ともな

った。この経験と知識すなわち lessons learned を今後の研究開発ならびに人材育成に有効に活用できるよ

うにすべきである。 

（３）その他 
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・ 機体モデルを使用する D-SEND2 は，難易度が高いので，事前のリスク解析と評価に基づき，適切に実施

すべきである。 

・ 財政事情の厳しい折，無駄は極力省き効率的な研究開発を実施するよう留意すべきである。 

・ ICAO における基準検討のスケジュールが当初の 2013 年の策定から 2016 年の策定へ遅れていること。ま

た，産学官のメンバーが参加する航空科学技術ロードマップ検討委員会における議論及び、平成 26 年度

に策定された戦略的次世代航空機研究開発ビジョン（文部科学省）では、SST 関連技術の研究開発は優

先的課題とはされていないが，将来を見据えれば、当該研究の重要性に変わりはないことからから，本

研究開発課題の成果をまとめた後は，改めて ICAO の基準策定動向や海外における SST 開発計画の進捗状

況等の国際状況を考慮し，平成 28 年度以降の研究開発計画について適切に検討することが必要である。 

・ 平成 27 年度の第 2 回試験では，第 1 回試験と同様な事象を発生させないことは言うまでも無いが，これ

までの第一段階あるいは第 1 回試験を通じて，的確に動作していた試験装置や計測していたデータ取得

装置等で，新たな不具合が生じないように，そちらの面でも気を引き締めて準備を進め，試験に臨むべ

きである。 

・ 第 1 回試験では飛行異常が発生し，所期の目的を達成できなかったとは言うものの，試験を通じて得ら

れた知見も多いと思われ（例えばソニックブーム計測装置や気球システム関連），その点についてはきち

んとまとめて試験で得られた知見として残しておくべきである。 

・ 第 1 回試験以降に再試験に向けて再発防止策を様々な観点から実施し，飛行制御及び空力の主要因以外

に様々な手直しをしたことは評価に値する。 

・ 平成 26 年度の第 2回試験の延期は，気象条件を鑑みて安全側の判断をしたものであり，実験の確実な実

施のための妥当な判断と解釈すべきである。D-SEND プロジェクトは，超音速飛行実験手法として独創的

なものであるが，これまでの経緯を見ても難易度の高い実験であることは明らかで，実験が成功して初

めてその評価が得られるものである。あと 1 年の延長で期待すべき結果が得られれば良いが，万が一十

分な結果が得られない場合でも，この実験手法を確立させるために開発された機体制御技術や，気象分

析技術などの周辺技術において膨大な蓄積があることは明らかであるから，これを整理して，超音速飛

行実験に限らず様々な分野で利用できるような体制を作るべきである。また，プロジェクトの実行過程

で確立されたこのような技術について，論文として残すあるいは特許出願をするとともに，公開文献で

は残らない試験技術等のノウハウについても蓄積，継承する取り組みをすべきである 
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「航空科学技術に関する研究開発の推進方策」 

 

 

平 成 2 7 年 6 月 

                            航空科学技術委員会 

 

はじめに 

 

 航空科学技術に関する研究開発は、文部科学省に設置された科学技術・学術審議会研

究計画・評価分科会（以下「分科会」という。）が第 3期（対象期間：平成 18～22 年度。

以下同様。）の科学技術基本計画（平成 18 年 3 月 28 日閣議決定（以下「第 3期基本計画））

に基づき平成18年 7月に策定した「航空科学技術に関する研究開発の推進方策について」

に沿って推進されてきた。 

本推進方策は、それに続くものとして、第 4期（対象期間：平成 23～27 年度。以下同

様。）の科学技術基本計画（平成 23 年 8 月 19 日閣議決定（以下「第 4期基本計画」とい

う。））に基づき、航空科学技術に関する研究開発の推進に当たっての指標とすべく策定

したものである。 

 

 第 4 期基本計画では、平成 23 年 3 月 11 日に起こった東日本大震災を踏まえ、我が国

の豊かさや人々の安全な暮らしの実現、経済をはじめとする国力の基盤の構築に資する

とともに、知のフロンティを切り拓き、我々人類の直面する課題の克服に貢献すべく、

以下の 3点を今後の科学技術政策の基本方針として示している。 

・ 「科学技術イノベーション政策」の一体的展開 

・ 「人材とそれを支える組織の役割」の一層の重視 

・ 「社会とともに創り進める政策」の実現 

「科学技術イノベーション政策」については、さらに、「我が国の将来にわたる成長と

社会の発展を実現するための主要な柱」として、「震災からの復興、再生の実現」、「グリ

ーンイノベーションの推進」及び「ライフイノベーションの推進」が掲げられており、「グ

リーンイノベーション」の推進では、「高効率輸送機器（次世代自動車、鉄道・船舶・航

空機）やモーダルシフト等の物流効率化に関する研究開発、導入を推進する」ことが述

べられている。 

また、国が取り組むべき重要課題として第 4 期基本計画に盛り込まれている「安全か

つ豊かで質の高い国民生活の実現」に向けた方策が述べられている。 

 

上記の第 4 期基本計画、経済・社会情勢及び航空科学技術に関する研究開発の進捗状

況を踏まえ、分科会ではこれからの 10 年を見通した、今後 5年から 7年程度の間、文部

科学省が研究開発を推進するに当たっての重点事項について、本推進方策を策定した。

策定に当たっては、分科会の下に設置されている航空科学技術委員会において、航空機

メーカー及び航空会社等の民間企業、大学並びに研究機関等の幅広い機関から意見聴取
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を行い、現状及び将来の構想等具体的な情報を収集し検討を重ねた。 

 

本推進方策に基づき、航空科学技術委員会では、「航空科学技術に関する研究開発の推

進のためのロードマップ（前編：平成 24 年 8 月 21 日、後編：平成 25 年 06 月 21 日取り

まとめ）」を策定し、これらを踏まえ、航空科学技術に関する研究開発が推進され、一定

の成果が上げられてきた。 

 

一方で、航空科学技術分野を取り巻く社会の変化と科学技術の進展は国際的にみても著

しく、年々大きく変化している。文部科学省では、後述のとおり航空機市場が将来的に

大きく拡大すると見込まれることから、産業界、学会、公的研究機関の有識者により今

後の航空科学技術の取組方針を議論し、平成 26 年 8 月に「戦略的次世代航空機研究開発

ビジョン」1(以下「ビジョン」という。)を策定した。このような情勢の中で、関連動向

を踏まえて本推進方策も見直すことが不可欠となっている。このため、航空科学技術委

員会においては、第 45 回～第 47 回までの委員会で意見交換を行い、推進方策を改訂す

ることとした。 

 

本推進方策は、航空科学技術に関する研究開発の中核を担う実施機関である国立研究

開発法人宇宙航空研究開発機構（以下「JAXA」という。）の中期目標への反映はもちろん、

航空科学技術に関連する学科・講座・研究室等を有する大学等の教育機関へも一定の指

標を示すことを意図するものであり、航空科学技術に関する研究開発が、本推進方策の

趣旨に添って着実に推進されることを期待する。 

                                                   
1 「戦略的次世代航空機研究開発ビジョン（平成 26年 8 月文部科学省次世代航空科学技術タスクフォ

ース）」http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/26/08/1351186.htm 
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１．基本認識 

１．１ 航空科学技術分野を取り巻く諸情勢の変化 

平成 23 年 3 月 11 日に東日本大震災が発生し、我が国は人的、物的に甚大な被害

を被ったばかりか、間接的な被害も含め、社会、経済に深刻な影響を受けた。そう

した中、科学技術に対しても、我が国の復興と再生、さらには持続的な成長と社会

の発展、安全で豊かな国民生活の実現等に積極的な役割を果たすことが求められて

いる。 

また、平成 18 年 3 月の第 3期基本計画の策定以降、地球温暖化による環境変動、

航空交通量の増加及び航空機開発競争の激化が進み、航空を取り巻く世界の社会情

勢は大きく変化しており、それらの情勢の変化は、次のとおりまとめることができ

る。すなわち、航空輸送需要の増加とアジア市場の成長、環境保全と経済発展の両

立への要求の高まり、及び安全への要求の高まりである。 

このような世界情勢の中、我が国航空機産業においては、YS-11 以来、約半世紀

ぶりとなる国産旅客機開発が行われており、世界の航空機需要の成長を踏まえ、今

後、我が国航空機産業が自動車産業に比肩しうる成長産業として発展することが期

待されている 1。 

他方、上記情勢に関する国際的取り組みとして、航空分野の国際技術標準を策定

する国際民間航空機関（以下「ICAO」という。）は、交通量の増大への対応として、

環境、安全面での基準（国際標準）を制定・強化し、各加盟国に対してその適用を

求めるとともに、新しい航空交通システムへの移行を求めている。 

 

第 3 期基本計画策定後、航空科学技術に係る個々の分野の情勢変化は以下のとお

りである。 

 

（１）開発・製造分野 

①航空機開発 

航空輸送に対する様々なニーズが世界的に高まる中、旅客機開発事業におい

ては、主要国である欧米及びカナダ、ブラジルに加え、新たに中国及びロシア

もリージョナルジェット機市場に新規参入する等、競争が激化してきている。

我が国においては、YS-11 以来、約半世紀ぶりとなる（ジェット機としては初

の）国産旅客機の事業化が決定（平成 20 年 3 月）し、平成 27 年の初飛行、平

成 29 年の市場投入が予定2されており、現在、開発企業において実機の開発試験

等が進められている。 

近年、燃料の高騰や環境対策として、航空機の低燃費化が求められているとこ

ろである。そのため、機体の設計開発には軽量化を目的とした炭素繊維複合材を

利用することが世界的な流れである。我が国において開発が進められている旅客

                                                   
2 https://www.mhi.co.jp/news/story/150410.html 
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機においても、機体の一部に炭素繊維複合材が使用されることとなっている。 

 

 

 

②低 CO2／脱化石燃料エンジン、バイオ燃料 

運航コスト低減や地球環境問題への対応の観点から、欧米の開発企業では、航

空会社や研究機関等と協同で、バイオ燃料による商用機飛行実証等将来に向けた

脱化石燃料エンジンシステムの研究開発を相次いで実施している。 

    我が国においては、メタン及び水素燃料といった脱化石燃料を用いたエンジン

技術開発の蓄積がある（地上用水素・酸素ガスタービン、高速航空機用メタン燃

料エンジン技術開発、水素燃料予冷却ターボジェットなど）。また、バイオ燃料

については、航空以外の分野において基礎研究が行われているところであるが、

航空分野においても我が国航空会社がバイオ燃料による商用機飛行実証を実施

する等、当該分野への関心は高まりをみせている。 

 

③次世代 SST（超音速輸送機）実用化検討 

環境適合性を有し、陸域飛行を可能とする次世代 SST(Supersonic Transport)

の実用化構想は、米国NASA において発表（小型SST；2020 年頃、大型SST；2030-35 

年頃）される等、昨今、欧米やロシア、カナダ等の開発企業及び研究機関におい

て概念検討や研究開発が進展している。これを受けて ICAO では、次世代 SST の

環境基準（ソニックブーム、騒音、排出ガス）が議論され、ソニックブームの新

基準策定に向けた検討が進められているところである。 

また、我が国でも、平成 20 年 1 月、官民等関係機関が一堂に会する「超音速

輸送機連絡協議会」が設置され、SST の実用化に向けた最終目標や役割分担等に

ついて協議された。 

 

（２）運航・利用分野 

①民間航空輸送 

世界的に航空交通量が増大する中、地球環境問題や重大事故の発生等を背景とし

て、ICAO は国際基準を継続的に見直し、航空機による騒音や NOx 等排出物の抑制、

ヒューマンエラーに起因する事故予防策等、環境面と安全面における規制を技術の

進歩等に応じて制定し、また、CO2 排出の抑制についても検討中であり、段階的に

強化している。 

また、ICAO は、将来の航空需要に対応するためには、現行の航空交通システム

では限界があるとし、2025 年の達成を目標とする「グローバル ATM（航空交通管

理）運用コンセプト」を提唱し、各加盟国に最新の航空技術を取り入れた衛星航法

をはじめ、新しい航空交通システムへの移行を求めている。 

さらに現在、欧米を中心として、各国又は各地域の実情に応じた新しい航空交通  

システムへの移行計画が検討されており、その実現に必要となる技術の研究開発
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等があわせて進められている。 

我が国においても、平成22年10月に羽田空港の4本目の滑走路が供用開始され、

国際定期便が就航するとともに、平成 32 年以降の 5 本目の滑走路増設も検討され

る等、今後とも我が国の管理空域内における航空交通量の増大が予測される。そこ

で、より安全かつ効率的で環境に配慮した新しい航空交通システム、とりわけ衛星

を利用した高度な運航方式の技術開発や普及等が求められており、現在、国土交通

省主導の下、産業界、研究機関等が連携して、我が国の実情に応じつつ欧米と協調

した施策の検討や要素技術の研究開発が進められている。 

 

②災害救援等 

   平成23年3月11日に発生した東日本大震災においては、東北地方を中心として、

甚大な被害がもたらされた。本災害対応においても、捜索活動や負傷者の移送等に

おいて、ヘリコプターが大きな役割を担ったとともに、航空機による放射線モニタ

リングや物資輸送等、航空機が被災地支援に多大な貢献をした。 

今後も、大規模災害発生時において、航空機を使用した、迅速かつ効率的な情報

収集及び救援活動が防災関係機関に求められるであろう。 

 

 

１．２ 第 3期における主な取組と成果、課題 

（１）主な取組と成果 

文部科学省は、特に第 3期基本計画における「社会・国民に支持され、成果を還

元する科学技術」の基本姿勢を踏まえ、「分野別推進戦略（平成 18 年 3 月策定）」に

基づき、「航空科学技術に関する研究開発の推進方策（平成 18 年 7 月策定）」を策定

し、実施機関である JAXA を通じて、研究開発及び関連する設備整備等を進めている。 

特に重点的に進めている研究開発課題（いずれも戦略重点科学技術に該当）とこ

れまでの主な成果は以下のとおりであり、研究開発過程で得られた要素技術等の一

部については、航空機開発関連企業等において利活用される等、順次、実用にも供

している。 

 

【第 3期基本計画における重点課題】 

①旅客機高性能化技術の研究開発 （H16～H24 年度） 

②クリーンエンジン技術の研究開発 （H16～H24 年度） 

③運航安全・環境保全技術の研究開発（H16～H24 年度） 

［うち戦略重点科学技術：全天候・高密度運航技術］ 

④静粛超音速機技術の研究開発 （H18～H20 年代後半頃） 

［うち戦略重点科学技術：静粛超音速研究機の研究開発］ 

 

【主な成果の例】 

①旅客機高性能化  
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機体設計に係る低燃費・低騒音化に資する先端技術（騒音・燃費低減評価技術

等）を開発 

    ②クリーンエンジン技術  

燃焼器の要素試験でNOx排出の国際基準値を大幅に下回る世界最高レベルを達

成 

    ③運航安全・環境保全技術 

無人機用のアビオニクス（電子装備品）として GPS 受信機と INS（慣性航法装

置）を複合した超小型航法装置を開発、実用化 

 

（２）課題 

第 4期にかけて、各研究成果を総合的に確認するための飛行実証等の実証試験が

本格化している。加えて、上記「第 3 期基本計画における重点課題」に掲げる①～

③については事業完了時期を迎え、航空科学技術委員会において所要の事後評価を

実施したところである。 

以上より、成果還元の観点から関係機関との密接な連携の下で実証試験等の体制

を整備していくとともに、ユーザー側の利用形態に沿った技術改良や国際基準化活

動への貢献など、国際情勢の変化等を踏まえ、実用化に繋がる取組をより強化して

いくことが課題となっている。 

また、全体の進め方として、これら各課題への取組を通じた、我が国全体の航空

技術力、ひいては旅客機の開発能力の向上が求められており、国内関係機関との役

割分担に基づく、国全体での効率的かつ効果的な研究開発の仕組み・体制作り、意

識改革が重視されている。 

さらに、上記「第 3期基本計画における重点課題」④の研究開発については、世

界的に優位となる超音速機技術の確立に向けて、平成 22 年度から研究機による飛行

実験を実施3しており、研究開発を進めているところである。 

これらの進め方については、産業界への成果還元の視点に加えて、特に、我が国

の将来を担う航空技術人材の育成の場を提供する観点から大学機関等学界との協力

関係も充実強化し、産学官の知的・人的交流や研究資源の集約、相互利用を促進す

る枠組みの構築を含めた取組が求められている。 

 

 

１．３ 航空技術の将来展望 

我が国が旅客機開発国として成功することをはじめ、航空技術開発が将来に亘り

持続的・安定的に発展し、国際社会において確固たる地位を築いていくことが求め

られている。 

航空機の開発・製造、運航・利用及び技術者の各視点から、具体的に、以下のよ

うな事柄が期待されている。 

                                                   
3 当初、25 年度までの計画であったが、27 年度まで延長することとされた。 
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（１） 航空機開発・製造の視点 

我が国の航空技術分野においては、我が国が得意とする複合材や電子機器等を活

用した燃料・排出ガス削減に寄与する環境技術で世界をリードすること、新技術を

普及するために必要な国際標準（ICAO 基準等）の策定に積極的に貢献していくこと、

及び航空機産業で培われるハイテク・集積技術により、他産業、ひいては我が国経

済を牽引していくことが期待されている。 

欧米等の航空機開発の先進国では、航空機産業を国家レベルで育成しており、そ

の 売上高を対 GDP 比でみると、1％前後を占めるまでの産業となっている。他方、

我が国の航空機産業の売上高は、対 GDP 比 0.2％程度にとどまっている。 

航空機の開発には、高度かつ広範囲な要素技術及びこれらを統合化する総合技術

力 （ハイテク、集約・統合技術）が必要であるから、航空機の開発・製造活動は、

他産業と比べて技術波及効果が高い（例えば、自動車産業の 4％に対し、航空機産

業は 90％4。また、世界市場が一時的な停滞はあるものの今後 20 年程度先まで年平

均 4％台後半の成長が予測されている。 

以上より、低燃費航空機の普及を通じた低炭素社会作りへの貢献はもとより、関

係各界からは、自動車に比肩しうる成長産業としての経済的効果が期待されており、

旅客機開発国としての今後の成功と将来に亘る持続的発展が望まれている。また上

記と併せて、これまでの研究開発の成果(静粛超音速機技術等)を活用して将来の新

たな市場を開拓する可能性のある先進的な研究開発（詳細は２．２．１を参照）を

進めていく必要がある。 

 

（２） 航空機運航・利用の視点 

航空輸送は、今や我が国の観光やビジネス、貿易や宅配等、国民の日常生活に欠

かせない重要な社会インフラである。また、我が国の航空輸送は、安全であること

はもとより、欠航や遅延が非常に少ない優れた輸送手段であると言える。 

今後、ますます増大すると予想される航空交通量に対応するため、更なる安全性

の向上に努めるべきである。また、効率的かつ快適な輸送手段を目指すとともに、

CO2 排出や騒音等環境にも配慮した運航が望まれている。 

 

（３） 航空技術人材の視点 

今後、我が国が旅客機開発国として持続的・安定的に発展していくため、より一層

高度で広範囲な技術力の蓄積と醸成が求められている。 

また、航空分野は、市場の将来性も見込まれており、今後将来に亘り、我が国の次

代を担う優秀な技術人材（技術者、研究者等）の確保及び拡充の必要性が高まってい

ることに加え、総合工学の先進分野として、我が国の優秀な技術人材を育成していく

                                                   
4 出所「2000 年度 産業連関費を利用した航空機関連技術の波及効果定量化に関する調査（日本航空

宇宙工業会）」 
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土壌として有望視されている。 

そのため、航空技術分野に優秀な若手が集まり、関係機関あるいは技術者間でのデ

ータ蓄積等にとどまらず、広く産学官での実用に繋がる社会全体のシステムが構築さ

れていくことが望まれている。 

 

【将来への期待・ニーズ、課題等】 

①航空機開発・製造 

国の成長・戦略産業としての期待の高まり 

［自動車に次ぐ基幹産業化、技術波及効果の拡大］ 

②航空機運航・利用 

社会インフラとしての重要性の高まり 

［安全安心、環境適合（CO2・騒音低減）、快適等の更なる向上］ 

③人材育成 

次代を担う優秀な技術人材の必要性の高まり 

［より高度・広範囲に求められる技術力に対応できる、産学官全体のシステム構

築］ 

 

１．４ 航空科学技術が果たすべき役割 

以上の航空技術の将来展望に対して、航空科学技術分野（文部科学省及び JAXA）

には、以下の役割及び貢献が期待されている。 

 

【航空科学技術分野に求められる役割・貢献】 

① 先進的な航空機の研究開発の推進 

－社会が求める新技術の研究開発・産業界への技術移転 

－最先端の供用インフラ（試験設備等）の提供 

  ②次代を担う人材の創出 

   －技術者・研究者の育成 

   －産学官を繋ぐ人材育成の拠点整備 

③開発機に対する安全証明（型式証明等）の的確な実施（技術協力） 

－新技術に対応した各種実証試験・証明方法の確立 

④ 継続的な安全性・環境性の向上（技術協力） 

－国際標準化活動 

－航空事故・トラブル対応の継続的実施 

 

２．今後の研究開発の方向性 

現在、我々は地球温暖化や石油資源枯渇の可能性等、地球規模の問題に直面してい

る。航空分野においても、これらの問題に対応するため、現在よりも更に低燃費で、

低環境負荷の高効率な航空機が求められているところである。 
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加えて、航空機事故はひとたび起こると多くの人命が失われる可能性があることか

ら、安全性の向上に係る研究開発にも重点を置くべきである。 

さらに、ビジョンにおいて優先的に着手することとされている「民間航空機国産化

研究開発プログラム」でも、民間航空機に求められている主要課題である環境適合性、

安全性等の面において、他国よりも優位な技術を早急に獲得し、国際競争力をつける

ことが重要とされている。 

 以上より、「環境適合性」と「安全性」に係る研究開発に重点化し、高効率・低負

荷で、更に安全な航空機を実現すべきである。 

 

  また、第 3期基本計画で定められた「社会・国民に支持され、成果を還元する」視

点での取組は、今後、我が国が旅客機開発国を目指し、国に求められる役割や期待が

更に増すことにより、第 4 期において、より一層の成果還元と戦略性が重視される。 

さらに、今後将来に亘り、我が国の航空技術を担う人材育成への取組も重視されて

いる。 

これらの情勢を踏まえ、第 4期における研究開発については、第 3期と比べて、特

に以下の考え方を主眼に置いて、JAXA における先端的・基盤的な研究開発、関連施設・

設備整備及び推進策の戦略的重点化を図ることが適当である。 

 

①「出口志向の研究開発プロジェクト」 

②「戦略的な基礎・基盤研究」 

③「人材育成」 

 

特に、限られたリソースの中で、我が国の航空機産業を自動車産業と比肩しうる

「超成長産業」としていくために、国際競争力向上に直結する「出口志向の研究開

発プロジェクト」及び「戦略的な基礎・基盤研究」のうち「基盤的な試験研究施設

及び設備の整備、共用促進」を優先的に推進すべきであると考えられる。 

 

なお、研究開発を実施する際には、産学官、各界との人的・知的交流を促進する

ことにより、関連研究機関や産業界、学会等を交えた研究ニーズ、シーズのマッチ

ングを図り、研究開発の方向性を互いに共有することが重要である。 

 

さらに、研究活動をより効率的に推進するためには、産学官の英知を結集し、研

究資源の効率的・効果的な運用を実施することが重要である。具体的には、研究活

動のより効率的な推進、質の高い人材の確保と育成強化の観点から、公募型研究な

ど従来からの取組を強化するとともに、新たに JAXA を中核とした産学官連携体制を

構築し、人材糾合を図るべきである。 

また、得られた成果について、広く国民に広報を行い、研究開発の意義について

国民の理解を得るための戦略が重要である。 
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２．１ 「出口志向の研究開発プロジェクト」 

ここでは、社会のニーズに即した成果の還元を重視し、研究開発成果の還元つま

り、実用化並びに産業への応用を出口とする。 

 

具体的には、今後 5 年から 7 年の間に研究開発の成果を実用に繋げることを目指

して、第 4 期基本計画において国の重点施策として定められているグリーンイノベ

ーションの推進及び豊かで質の高い国民生活の実現に資する航空科学技術の研究開

発を行う。その中でも、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針（平成 22

年 12 月 7 日閣議決定）」及び上記の指摘を踏まえ、「環境適合性」及び「安全性」に

係る研究開発に重点化する。 

その際、具体的な出口、すなわち研究開発成果の展開について、次世代・次々世

代完成機の開発動向等を踏まえ、2020 年及び 2025 年を目標時期として設定すること

とし、機体の「環境適合性」及び「経済性」、運航の「安全性」に係る革新技術（詳

細は２．１．１及び２．１．２を参照。）を順次確立し、産業界への橋渡しを着実に

実施していくことを目指す。 

なお、東日本大震災を踏まえた今後の対応については、防災関係機関の検討を踏

まえた取組に、最大限協力することは言うまでもなく、防災関係機関と積極的に連

携して検討した上で、必要となる研究開発を推進して行くことが重要である。 

 

２．１．１ 環境負荷低減に資する研究開発 

世界最先端の低炭素社会の実現に向けて、環境・エネルギー技術の一層の革新

を促す研究開発の推進が求められている。さらに、航空機の環境適合性向上技術

は、航空機産業の国際競争力に直結する差別化技術である。 

そのため、本研究開発では、国が先導して高性能化・差別化に係る技術を開発

し、民間に技術移転することによって、世界最先端の低炭素化社会を実現すると

ともに、航空機産業の国際競争力強化を図ることを目的とする。 

具体的には、航空輸送におけるエネルギー利用の高効率化及びスマート化を図

るため、機体の軽量化に資する炭素繊維複合材に係る研究開発や排出ガスの少な

いエンジンの研究開発等を中心とする。 

さらに、将来、増大する航空需要に対応する際に問題となることが予想される

騒音問題を緩和するため、現行及び次世代の航空機の騒音低減に資する研究開発

についても推進して行く必要がある。 

 

【研究開発課題の例】 

①複合材を用いた機体軽量化に係る研究開発 

②低環境負荷エンジンに係る研究開発 

③航空機の低騒音化に資する研究開発 

 

２．１．２ 航空の安全性向上に資する研究開発 
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２．１．２．１ 機体の安全確保 

航空機事故はひとたび起こると多くの人命が失われる可能性があることか

ら、航空輸送において最も重要視されるものは安全であると言える。 

本研究開発では、航空機の設計における安全性の向上や機体の検査、補修技

術の向上等を目的とする。 

従来から実施されている、胴体着陸時や異物が機体に衝突した場合の機体へ

の影響評価に係る研究は重要である。 

さらに、近年は、機体の軽量化を目的として、炭素繊維複合材を用いた航空

機の開発が盛んに行われているところである。しかしながら、炭素繊維複合

材についてはその素材の特性から検査及び補修に多大な労力を要する。また、

長期間運用される機体の健全性維持のためには、経年変化を把握し整備する

ために多くの時間を割いている 

そのため、こうした新しい素材を用いた航空機および機体の健全性維持の検

査技術、補修技術の高度化は、航空機の更なる安全確保の観点から、特に重

点化すべきである。 

     

【研究開発課題の例】 

① 異物衝突、胴体着陸等による機体への影響評価技術の高度化 

② 機体検査、補修技術の高度化に資する研究開発 

 

２．１．２．２ 運航の安全確保 

巡航時や進入時に乱気流等の影響を受け、機体が大きく動揺した場合、多数

の負傷者等が発生する可能性がある。そのため、運航時における乱気流の予

測・回避技術等の確立が強く求められている。 

本研究開発では、航空機の運航における安全性の向上を目的とする。 

具体的には、晴天乱気流を検知するシステムや後方乱気流の影響に係る評価

に係る研究開発、乗員操作技術向上に資する研究開発等を重点化する。 

さらに、東日本大震災のような大規模災害発生時には、日本全国から多数の

航空機が被災地に集結することにより、離着陸や給油・整備が集中し、順番待

ちのための待機時間が増大するほか、空中衝突の危険性が増大することとなる。

そのため、各災害救援機に最適な飛行計画を割り当てる情報共有ネットワーク

の構築にむけて、防災機関と協調して研究開発を実施していく必要がある。 

 

【研究開発課題の例】 

① 乱気流予測・検知技術に係る研究開発 

② 乗員操作技術向上に資する研究開発 

③ 災害救援機運用の安全性向上に資する研究開発 
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２．２ 「戦略的な基礎・基盤研究」 

２．２．１ 独創的で多様な基礎研究の強化 

ここでは、国力の源泉となる独創的な技術への挑戦を重視する。そのため、先

行的な研究開発を実施することにより、社会に飛躍的な変革をもたらす航空輸送

ブレークスルー技術の実現性を示すことを目標とする。先行的という点で、大学

における自由な発想に基づく研究の成果も踏まえながら、長期的な観点から研究

開発を着実に推進する。 

特に、今後、世界的な原油の需要の高まりが予想されており、温室効果ガスの

排出低減のみならず、航空機の安定的な運航のためにも、電気を用いた推進系の

開発やバイオ燃料や水素燃料といった従来の化石燃料以外の燃料を用いた航空エ

ンジンの利用拡大に向けて、研究開発を行う必要がある。 

また、将来、世界的に航空交通需要の増加が予想される中、我が国においても、

長期的な航空交通量の増加が見込まれている。そのため、混雑空域においても安

全かつ効率的な運航が可能となるシステムの研究を推進する必要がある。 

加えて、ビジョンにおいて、我が国の航空機産業を将来に渡り持続的に発展さ

せるため、「超音速機研究開発プログラム」として、今後さらに進展するグローバ

ル化に伴う人・物の流れの活発化を支える超音速旅客機についての研究活動を長

期的な視点で推進することとされている。このため、我が国で蓄積された独自技

術を発展させ、次世代超音速旅客機の実現の鍵となる要素技術を順次確立すると

ともに、関連動向に注視しつつ、2030 年頃までを目途として、全機設計技術を確

立することを目指すべきである。 

さらに、有人では危険・困難な用途での利用が期待される無人航空機技術につ

いても、今後の自動飛行制御技術の発展を見据え、研究を進めるべきである。 

 

【研究開発課題の例】 

① 電気推進航空機技術に係る研究開発 

② 水素エンジンに係る研究開発 

③ 更なる運航の安全性、効率性等の向上に資するシステムの研究開発 

④ 超音速飛行時に発生するソニックブームを低減する機体設計技術の研究開発 

 

２．２．２ 航空科学技術共通基盤の充実、強化 

我が国の航空科学技術は、数値流体力学（CFD）等の数値シミュレーション技術、

や風洞試験にける精密測定技術等の基盤的な技術に支えられており、航空機の国

際共同開発においてもコンポーネントメーカとして確固たる地位を築いてきた。 

本研究開発においては、我が国が得意とする基盤技術をさらに発展させ、技術

成熟度を高めていくことを目的とする。 

具体的には、航空機の高性能化、設計の飛躍的な効率化に貢献する全機設計技

術の確立を目指し、空力や構造等多くの分野を統合させた数値シミュレーション

を用いたコンピュータ先進設計技術の研究開発を重点的に実施する。また、数値
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シミュレーション技術の向上に不可欠な、風洞試験の精度向上に資する研究開発

を強化する。さらに、我が国全体としての技術基盤の充実を図るため、基盤技術

研究開発の成果のデータベース化を着実に進め、産業界へ積極的に技術移転する。 

 

【研究開発課題の例】 

① 数値シミュレーションの向上に資する研究開発 

② 風洞試験の精度向上に資する研究開発 

 

２．２．３ 基盤的な試験研究施設及び設備の整備、共用促進 

試験研究施設及び設備は、基礎、基盤研究から技術実証までの研究開発を支え

る基盤であって、特に航空機開発においては、大型、かつ高性能・高機能な試験

研究施設及び設備（以下「大型試験設備等」という。）が不可欠となる。このよう

な大型試験設備等については、個別の大学や民間企業等が独自に整備することは

リスクが高く困難であることのみならず、オールジャパンとして考えた場合には

非効率であることから、国が責任を持って整備・維持・運用するとともに、性能・

機能の向上を図っていくことが、産学から強く望まれている。 

そのため、基盤的な大型試験設備等について、オールジャパンとしてのニーズ

や産学からの要望等を考慮し、基礎から技術実証までの一貫した研究開発のみな

らず、実機開発までを見越して、戦略的な整備・維持・運用を行い、関係機関等

との共用を促進するとともに、その利活用を積極的に進める。 

その際、風洞設備については、更新と併せて、２．２．２で述べた測定技術の

高度化や数値シミュレーション技術との融合等に関する研究開発の成果も活用し

つつ、性能・機能の向上を図る。また、国内に該当する施設が存在しないエンジ

ン実証設備については、関係機関との密接な連携の上、できるだけ早期に整備す

る。 

 

２．３ 「人材育成」 

 第 4 期基本計画においても、科学技術を担う人材の育成が謳われているところで

あるが、航空科学技術分野においても、研究開発成果を社会に還元するとともに、

広く科学技術を担う人材を育成する必要がある。一般社団法人日本航空宇宙学会等

の関連学会においては、委員会・シンポジウム等を通じて産業界の人材育成ニーズ

を大学教育にフィードバックするなどの役割を担っている。 

JAXA は、航空科学技術に体系的に取り組む我が国唯一の基礎・基盤的研究機関で

あり、その研究開発成果は、航空産業振興、航空安全規制等に活用される。 

そのため、JAXA は、人材育成においても、航空科学技術に関する研究開発の中核

を担う実施組織として、公募型研究など従来からの取組に加え、人材糾合等による

産学官連携体制を構築し、オープンイノベーションの創出、革新技術の研究開発と

ともに、上記の関連学会の活動と連携しながら実践的な人材育成を行っていくこと

が重要である。 
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具体的には、クロスアポイントメント等を活用した産学官の多様な人材や異なる

分野の出会いの機会の提供、魅力的な課題・プロジェクトの創出・推進等を通じた

自発的・主体的な人材育成を促進するとともに、航空技術者を目指す若者等への魅

力的で実践的な教育機会を提供するため、既に行っている数値シミュレーションを

用いたコンピュータ先進設計技術を活用した大学講義等、最先端の技術に接する機

会の提供や大学等への講師の派遣、学生の受入れ等を実施すべきである。 
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